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Japan
Low Carbon

Society 2050

低炭素社会低炭素社会へ向けたへ向けた
 

日本と世界の動き日本と世界の動き

藤野純一（fuji@nies.go.jp）（独）国立環境研究所
持続可能社会のバックキャスティング手法に関するセミナー、2009年8月28日＠京都

http://2050.nies.go.jp

• G8洞爺湖サミットで提言された2050年50％削減を実現する
 ための日本の役割は？福田ビジョンでは2050年日本60～

 80％削減目標。
中期目標2005年比-15％（1990年比-8％）

• G8ライクラサミットでは、気温上昇を産業革命以前から2℃
 以下に抑えることを認知、先進国全体の温室効果ガス排出
 量を2050年までに80％削減する目標を共有。それを受けて
 2009年8月14日に斉藤環境大臣が80％ビジョンを発表。

• 低炭素社会に向けて新たな価値観が生まれる。新たな仕組
 みが生まれる。新たなビジネスが生まれる。
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低炭素社会とは？低炭素社会とは？

生活に必要なサービス
 は発展させながらも、

投入するエネルギーは
できるだけ少なく、できる

 だけ低炭素なエネルギー
 を利用する社会。

Designed by Hajime Sakai
(airbox-pin@nyc.odn.ne.jp)

Low-Carbon Society

富士山の尾根のラインように
CO2を減らせれば実現できる。

減らせれば２℃、減らせないと
５℃など深刻な気温上昇に
つながる恐れ
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低炭素社会を実現すれば、
1. 安定した気候の下、温暖化による影響の少ない生

 活ができる。

2. 資源を節約・有効利用することで資源のない日本
 にとって資源リスクを小さくする。

3. 低炭素に向けた技術イノベーションおよび社会イ
 ノベーションをいち早く創り出したビジネスが世界
 に役立つ、売れる。

4. 生活者の視点に立った国土利用、都市計画等の
 社会変革で安全・安心な暮らしにつながる。

絵：今川朱美
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生き残る自治体

無理に売るな。客の好むものも売るな。
客のためになるものを売れ。

松下幸之助

• 本当に喜ばれるサービスを提供する自治体
• 将来を見通して積極的に変化できる自治体
• 当たり前のことが何かを理解して、当たり前

 にやる会社
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西岡
秀三藤野

純一

甲斐沼
美紀子

国立環境研究所が主となって、京都大学、東京大学、
東京工業大学、文教大学、神戸大学、立命館大学、
理科大学、産総研、森林総研、IGES、NTT、NEC、
みずほ情報総研、三菱総合研究所などの研究者60名が
参加、2004年4月から2009年3月まで実施。

日本低炭素社会シナリオ研究日本低炭素社会シナリオ研究

藤野純一（fuji@nies.go.jp）

（独）国立環境研究所

mailto:fuji@nies.go.jp
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日本低炭素社会シナリオ研究進展と
 気候変動政策の進展

• 2004年4月
 

「脱温暖化2050」プロジェクト（環境省地球環境研究
 総合推進費S‐3）として5チーム約60名の研究者と研究を開始

• 2007年2月
 

2050年のCO2排出量を1990年に比べて70％削減で
 きる技術ポテンシャルがあることを報告

• 2007年5月
 

安倍元首相「Cool
 

Earth50」構想。2050年世界半減
 目標

• 2008年5月
 

「低炭素社会に向けた12の方策」報告書公表
• 2008年6月

 
福田前首相「福田ビジョン」。2050年日本の温室効

 果ガスを現状から60‐80％削減
• 2008年7月

 
G8洞爺湖サミット

 
2050年世界半減で合意

• 2008年7月
 

政府「低炭素社会づくり行動計画」を発表
• 2009年3月

 
「脱温暖化2050」プロジェクト終了

• 2009年4月
 

「アジア低炭素社会」プロジェクト（S‐6）開始
• 2009年7月

 
G8ラクイラサミット

 
2℃目標、先進国80％削減目標

• 2009年8月 斉藤ビジョン、2050年80％削減
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各国の長期目標

2050年
決定状況

基準年 削減率

米 2005 83％
オバマ大統領の予算教書（2009年2月）に明記。
※下院で採択された排出量取引法案でも同値。

英 1990 80％以上 気候変動法(2008年11月)に明記

仏 1990 75％ 環境グルネル法(2009年7月)に明記

※Ｇ８ラクイラ・サミットにおいて、先進国全体で2050年に80％以上削減する

 ことが必要とされている。

（参考）米とＥＵの2050年までの削減パス

（出典）米下院で採択された排出量取引法案

 
（ワックスマン・マーキー法案）説明資料

（参考）
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環境大臣
 

斉藤鉄夫

平成２１年８月１４日

温室効果ガス
2050年80％削減のためのビジョン
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2050年80％削減の基本的な考え方

2050年排出量
約80%削減

エネルギー需要の変化
約40%改善

エネルギーの低炭素化
約70%改善

0.20.6  0.3  ≒×

一次エネルギー消費量 CO2排出量

- 100 200 300 400 500 600

2005年

2050年-A

2050年-B

石炭 石油 ガス バイオマス 原子力 水力 新エネ等

（石油換算百万トン）

- 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400

2005年

2050年-A

2050年-B

石炭 石油 ガス

（百万トンCO2）

8割改善
4割

改善

家庭やオフィスでの冷房や暖房、生活に必要な移動などのサービス需要を満

 たしながら、各種イノベーションによりエネルギー需要を４割削減。
さらに、供給側の低炭素化により、2005年比でCO2排出量の80％削減を達成。 2
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環境モデル都市プロジェクト（内閣官房地域活性化統合
 本部、2008）に提案された温室効果ガス排出削減目標
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• ８２件（８９自治体）の応募

• 大幅な削減目標や実現可

 能性、地域の特色など、

 五つの選定基準により、

• 環境モデル都市として、６

 自治体（北海道帯広市、

 北海道下川町、横浜市、

 富山市、北九州市、熊本

 県水俣市）、

• 「環境モデル候補都市」と

 して、東京都千代田区、

 長野県飯田市、愛知県豊

 田市、京都市、大阪府堺

 市、高知県梼原町、沖縄

 県宮古島市を選んだ。
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1. なぜ温暖化対策を  
しなければならないのか？
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極めて危険

危険

脆
弱
シ
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テ
ム
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端
な
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象

悪
影
響
の
分
布

（海
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 大

 循

 環

 の

 
崩

 壊

 等

 ）

破
局
的
事
象

世
界
経
済

ＩＰＣＣ第３次評価報告書

植生変化、サンゴ礁の白化などの
脆弱な生態系への影響

水文・水資源、農林水産業、人の健康

 などへの影響が多地域で発現

気候の様相の変化、海洋大循環の

 停止、南極・グリーンランド氷床の

 崩壊等の、大規模かつ不可逆な影響

国際的な議論に

温暖化影響による安定化目標を検討するための
 出発点としての“2℃”
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自然の濃度 280ppm

380ppm

400～440ppm

現在

危険なレベル２℃

世界はどれだけ、いつ、どのように削減するか

人為的排出量
7.2Gt / 年

（年

 
1.9ppm増）

自然の吸収量
3.1Gt / 年

危険なレベルに
ならないように

どう栓を
締めてゆくか

工業化

大気中の二酸化炭素

・危険なレベルになる前に排出をうまくへらす。
・安全なレベルで安定化したとき

排出量/年＝吸収量/年

模式図は

 
ＣＯ２で代表

 
Gt=10億トン、炭素換算

NIES西岡秀三

海洋

 

2.2
陸上

 

0.9



14

2008年2月1日、NHK地上デジタル放送茨城放送局「待ったなし！温暖化対策」

NHK アナウンサー

平野哲史さん
日本野鳥の会

 
会長

柳生博さん
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↓60%削減

↓80%削減

↓40% 削減

フォアキャスティング
現状から考えられる方法

 の延長で将来を考える

技術・制度・行動における技術・制度・行動における
InnovationInnovation（（==革新、創新）革新、創新）

すべての対策の組合せすべての対策の組合せ

省エネ技術開発省エネ技術開発
エネ供給システム変更エネ供給システム変更

人
々
が
住
み
た
い

と
思
う
社
会

バックキャスティング
目標とすべき社会を

 想定し、将来から現在
 の対策を考える

脱温暖化2050研究

 
シナリオチーム
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2. どうすれば低炭素社会を  
描けるのか？
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敵を知る：排出量はどうやって決まるのか？

炭素集約度
エネルギー構成改善

（エネルギーを作る
ときに排出される

CO2

 

の量）

CO2

 

を出さないエネ
 供給システムとは？

エネルギー集約度
生産性効率改善

（例えば鉄1トンで百万円

 の付加価値を生むため

 に投入したエネルギーの

 割合）

エネルギー依存の
少ない経済活動とは？

一人当たり活動量
豊かさの指標
（一人一人の

生産活動によって
生み出される価値）

新しい豊かな
社会とは？

CO2排出量＝ 人口
活動量 エネルギー CO2

×
人口 活動量 エネルギー

× ×
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CO2排出量＝ 人口
活動量 エネルギー CO2

×
人口 活動量 エネルギー

× ×

＋ ＋ ＋

変
化

ス
ピ
ー
ド

CO2排出量

の変化率
人口

の変化率

活動量

人口

の変化率

エネルギー

活動量

の変化率

CO2

エネルギー

の変化率

＝

微分
積分

の
合
計

各
年
変
化

変化率＝スピード

合計量

一人当たり
活動量

エネルギー
集約度

炭素
集約度

求められる削減スピードは？

６０－８０％削減

－０．５％／年 １．５％／年－２

 
～ ３％／年

１％／年

Y％／年 X％／年

－３～４％／年

過去の最大値はせいぜい約－２％／年茅恒等式をベース
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技術と社会の変革速度から見た可能性技術と社会の変革速度から見た可能性

 今後今後5050年にわたりこれまでの社会・技術変化速度を二倍に加速することが必要年にわたりこれまでの社会・技術変化速度を二倍に加速することが必要

0.00 1.00 2.00 3.00 4.00 5.00

ドイツ

フランス

イギリス

シナリオB

シナリオA

過去

炭素集約度及びエネルギー集約度の改善速度（％／年）

炭素集約度（CCS相当分） 炭素集約度（CCSを除く）
エネルギー集約度

※１

※２

※３

※４

※１

 

世界の過去50年間。
※２

 

炭素集約度：1単位あたりのエネルギーを利用するときに排出されるCO2量
※３

 

エネルギー集約度：1単位あたりのGDP（国内総生産：日本国内で生み出される経済的な付加価値）を生産するとき
に必要なエネルギー量。ほぼ、社会全体でみたエネルギー効率の逆数に対応

※４

 

二酸化炭素の隔離・貯留

排出量削減速度＝

 

エネルギー集約度改善速度

＋炭素集約度改善速度（CCS分＋その他分）－経済成長率(年0.5～1.4%）

エネルギー効率（社会的・

 技術的）の改善速度
炭素集約度（エ

 ネルギー構成）

 の変化速度
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次世代交通
効率的な交通システム
先進的なロジスティクス

1
9
9
0

2
0
0
0

2
0
1
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2
0
2
0

2
0
3
0

2
0
4
0

2
0
5
0

手順２．2050年脱温暖化

の可能性検討

温暖化対策なしの排出量
（人口減少・経済成長などを考慮）

手順１．気候安定化に
向けた日本の削減
目標値設定

手順３．長期目標
への到達の道筋と

 政策提言 絶え間のない絶え間のない
３つの取り組みに３つの取り組みに
よる社会システムよる社会システム
の転換の転換＝脱温暖化＝脱温暖化

日
本

に
お

け
る

温
室

効
果

ガ
ス

（
Ｇ

Ｈ
Ｇ

）
の

排
出

量

現在の社会インフラ
の大部分が転換

京都議定書
遵守対象年

2
0
0
8

2
0
1
2

グリーンな建築
自立する都市構造

分散化サービス対応

環境意識の向上
コミュニケーション促進に
よる社会・産業の効 率化

ＩＴによる脱物質化

都市対策 IT導入効果 交通対策

削
減
目
標
値

制度

行動技術

日本 脱温暖化2050研究プロジェクト
（約60人の研究者が協力して2050年までの対策を研究）

産業構造
対策

脱温暖化
2050

http://2050.nies.go.jp

地球環境総合推進費戦略研究S-3（FY2004-FY2008)

エネルギー
対策
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2050年低炭素社会の描写例

シナリオA: 活力、成長志向 シナリオ

 
B: ゆとり、足るを知る

都市型/個人を大事に 分散型/コミュニティ重視

集中生産・リサイクル
技術によるブレイクスルー

地産地消、必要な分の生産・消費
もったいない

より便利で快適な社会を目指す 社会・文化的価値を尊ぶ

GDP１人当たり２％成長 GDP1人当たり１％成長

絵：今川朱美
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どうやって定量化したのか？
人口・世帯

モデル

住宅・建築物
動態モデル

一般均衡
モデル

交通需要
モデル

人口・世帯労働力時間

運輸貨物部門
サービス需要

業務床面積部門別生産額

業務部門
サービス需要

運輸旅客部門
サービス需要

家庭部門
サービス需要

エネルギー
需要

CO2排出量

産業部門
サービス需要

部門別
サービス

需要

住宅戸数
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日本の人口分布が変わる

女性 (千人)男性 (千人)

年齢区分 年齢区分

シナリオA 
男性

男性

女性

女性

4,000 0 4,000
0-4

10-14
20-24
30-34
40-44
50-54
60-64
70-74
80-84

女性 (千人)男性 (千人)

4,000 0 4,000
0-4

10-14
20-24
30-34
40-44
50-54
60-64
70-74
80-84

２０００年の現状 ２０５０年の推計

シナリオB 

85歳以上85歳以上
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今後単独世帯が増えることが予想される
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その他

ひとり親と子

夫婦のみ

夫婦と子

単独

シナリオA シナリオB

単独世帯の変化
単独世帯の変化

すでに人口減少が始まっているが、単独世帯が増加するため
 世帯数のピークはそれより後（2015年頃）になる。
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世帯構造によって二酸化炭素排出が異なる
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夫婦と子からなる世帯

夫婦のみ世帯

ひとり親と子からなる世帯

その他

単独世帯

世帯類型によってCO2

 

排出量は大きく異なる。単身で住む人の
 排出量は特に大きく、平均の二倍弱にもなっている。

一人当たり排出
 量は単独世帯で
 もっとも大きい
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高効率照明
【白熱灯→蛍光灯→イン

 
バータ蛍光灯→LED照明等】

太陽光発電

環境負荷表示システム
(家電･自動車

 

標準装備)

エコライフ実践の

 ための環境教育

暖房需要60％削減
100%普及

3400-6900万kW
（日本の屋根の25%～47%に普及（現在は1%程度））

さらに、超高効率太陽光発電
（変換効率30%以上）、色素増感太陽電池

成績係数（COP）＝8, 
100%普及
（注）成績係数とは消費電力

 
1kW当たりの冷暖房能力(kW)

超高効率エアコン

太陽熱温水器

普及率 20～60%
（現在は8%程度）

ヒートポンプ給湯

COP＝5
30～70%普及

燃料電池コジェネ

0～20%普及
（現在は0%程度）

高断熱住宅

効率100%増加
100%普及

待機電力削減
33%削減, 100%普及

低炭素社会における家庭
－快適な居住空間と省エネの両立－

屋上緑化

5

太陽の恵みを活かした
家作り

高効率機器の開発・普及で
少ないエネルギーで冷暖房・給湯需要を

満たし安全・安心で快適な生活を

お得で環境に役立つ
情報の提供で
人々の行動を
より低炭素へ
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次世代基準の住宅の割合を増加させ、かつ既存の住宅ストックの断熱改修を行うこ
とで、2050年の住宅ストックのほぼ全てを次世代基準相当にすることができる。
戸建住宅において、断熱次世代基準住宅の断熱需要は無断熱の場合の約4分の1、

旧基準の約2分の1
• 旧基準とは1980年に策定された断熱基準 （東京の木造住宅は外壁にグラスウール30mm必要）
• 新基準とは1992年に策定された断熱基準 （東京の木造住宅は外壁にグラスウール55mm必要）
• 次世代基準とは1999年に策定された断熱基準 （東京の木造住宅は外壁にグラスウール100mm必要）

断熱水準別住宅ストックシェア（A/B） 戸建集合別断熱水準別暖房需要
（戸建無断熱を1としたとき：東京）
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旧
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新
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次
世

代
基
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戸建 集合

断熱水準別住宅ストック、暖房需要の推計
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無断熱 旧基準 新基準 次世代基準
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世帯数の増加：2050年に向けてA、B両シナリオとも世帯数は減少

世帯あたりサービス需要の増加：利便性の高い生活の追及により増加
世帯あたりサービス需要の削減：高断熱住宅、魔法瓶浴槽、HEMS等により節約

エネルギー効率の改善：エアコンやヒートポンプ、給湯器やコンロ、待機電力削減など

17
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23
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43 43
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60

2000年（実績） 2050年（シナリオA） 2050年（シナリオB）

エ
ネ

ル
ギ

ー
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費
量

 (M
to

e)

世帯数の変化

世帯当たりのサービス
需要の増加
世帯当たりのサービス
需要の削減
エネルギー効率改善

電力

水素

太陽熱・光

バイオマス

ガス

石油

2000年エネルギー消

費量

家庭部門：利便性の高い居住空間と省エネルギー性能が
 両立した住宅への誘導でエネルギー需要を50％削減

サービス
需要減

エネルギー
効率改善
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■面的な取組み（地域冷暖房）■面的な取組み（地域冷暖房）

地区地区 内幸町内幸町 有楽町有楽町 丸の内二丁目丸の内二丁目 丸の内一丁目丸の内一丁目 大手町大手町 合計合計

営業開始年月営業開始年月 1980.21980.2 1990.111990.11 1997.41997.4 1984.111984.11 1976.41976.4 －－

供給棟数供給棟数 1515棟棟77駅駅 1111棟棟 1212棟棟 1212棟棟22通路通路 2828棟棟77駅駅 7878棟棟1414駅駅22通路通路

供給延床面積供給延床面積（万㎡）（万㎡） 8787（（2626万坪）万坪） 7373（（2222万坪）万坪） 9595（（2929万坪）万坪） 8181（（2525万坪）万坪） 188188（（5757万坪）万坪） 524524（（158158万坪）万坪）

地域冷暖房方式の導入により、地域冷暖房方式の導入により、
個別熱源方式に比べおおむね２０％の個別熱源方式に比べおおむね２０％のCO2CO2を削減を削減

出典：丸の内熱供給㈱

大手町・丸の内・有楽町・内幸町地区における地域冷暖房の整備大手町・丸の内・有楽町・内幸町地区における地域冷暖房の整備大手町・丸の内・有楽町・内幸町地区における地域冷暖房の整備

２００７年６月現在

20071031-JAPICシンポ（三菱地所/長島）
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共同化システムのイメージ共同化システムのイメージ

■エリアマネジメントにおける取組み■エリアマネジメントにおける取組み

●●丸の内エリアを走る無料巡回バス（約丸の内エリアを走る無料巡回バス（約1515分間隔で運行）分間隔で運行）

●●日本初の低公害ハイブリッド電気バス日本初の低公害ハイブリッド電気バス

（電気とマイクロガスタービンの組み合わせ）（電気とマイクロガスタービンの組み合わせ）

●車体はニュージーランド●車体はニュージーランド

 

「デザインライン社」「デザインライン社」

 

製製

●エリア内企業の協賛を得て「運行委員会」が運営●エリア内企業の協賛を得て「運行委員会」が運営

（ＮＰＯ法人大丸有エリアマネジメント協会が主体）（ＮＰＯ法人大丸有エリアマネジメント協会が主体）

ベロタクシーベロタクシー

共同物流共同物流

20032003年年88月月2222日運行開始日運行開始

約約4040万人／年の利用者万人／年の利用者

丸の内シャトル丸の内シャトル丸の内シャトル

仲通りへの一斉打ち水

効果測定

打ち水イベント打ち水イベント

20071031-JAPICシンポ（三菱地所/長島）
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近未来の交通手段：小型乗用車
軽量化が燃費改善

 に非常に有効

電動車椅子使用例

オークションサイトebay.co.uk

アムステルダム

160ccの車両

脱温暖化2050研究

 
交通チーム

ヤマハEC-02

電動小型バイク

二人乗り電気自動車

「ルシオール」

トヨタ

 
i-Swing
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二次エネルギー消費量 (Mtoe)

産業 家庭 業務 運輸旅客
運輸
貨物

0 50 100 150 200 250 300 350 400

2000年(実績)

2050年(シナリオA)

2050年(シナリオB)

産業 家庭 業務 運輸旅客 運輸貨物

エネルギー需要
削減

必要なサービスを提供しても
 エネルギー投入量は大幅に削減できる

産業部門：構造転換と省エネルギー技術導入等で30～40％。
運輸旅客部門：適切な国土利用、エネルギー効率、炭素強度改善等で80％。
運輸貨物部門：輸送システムの効率化、輸送機器のエネルギー効率改善等で50％。
家庭部門：利便性の高い居住空間と省エネルギー性能が両立した住宅への誘導で40～50％。
業務部門：快適なサービス空間／働きやすいオフィスと省エネ機器の効率改善で40％。

2000年に比べて40％の削減
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燃料電池
自動車

交通

消費者
Consumer大規模供給者

電力原子力

再生可能
エネルギー

化石燃料

再生可能
エネルギー

Renewables

熱

ヒートポンプ

大規模
電力貯蔵

炭素隔離
貯留CCS

水電気分解

系統電力

水素H2

バイオ燃料

定置型
燃料電池

20502050年のエネルギー供給システムに年のエネルギー供給システムに

求められることは？求められることは？

小規模
電力貯蔵

脱温暖化2050研究

 
シナリオチーム
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石炭 石油 ガス

バイオ
マス

原子力

太陽・
風力等

0 100 200 300 400 500 600

2000年(実績)

2050年(シナリオA)

2050年(シナリオB)

一次エネルギー消費量(Mtoe)

石炭 石油 ガス バイオマス 原子力 水力 太陽・風力等

再生可能エネルギー、原子力、炭素隔離貯留
 を組み合わせれば、７０％削減できる

炭素隔離貯留（CCS）や水素など大規模なエネルギー技術が、
シナリオBでは太陽光や風力、バイオマスなど比較的規模の小さい

分散的なエネルギー技術が受け入れられやすいと想定した

＋炭素隔離貯留
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低炭素社会への技術費用低炭素社会への技術費用

シナリオA シナリオB

年間直接費用
（GDP比）

8兆9千億円（0.83％）
～9兆8千億円（0.90％）

6兆7千億円（0.96％）
～7兆4千億円（1.06％）

年間追加費用1) 1兆円～1兆8千億円 7千億円～1兆6千億円

平均削減費用2) 24,600～33,400円/tC 20,700～34,700円/tC

 低炭素技術 既存技術

エネルギー価格
年利

低炭素技術による
削減量（tC)

固定費用 維持管理費
エネルギー消費量 寿命

CO2排出量

炭素削減費用（円/tC)

(1 ) 
(1 ) 1

   :
   : /
   : /
   4%
   

L

LM P OM EN

P
OM
EN

L

 





  

 
技術の年価

技術の固定費用（円）

技術の維持管理費（円 年）

技術のエネルギー費用（円 年）

：社会的割引率（ を想定）

：技術の寿命（年）

技術の年価

CO2排出係数

固定費用 維持管理費
エネルギー消費量 寿命

CO2排出量 技術の年価

追加費用（円）

年利（4%を想定）

１）

 

追加費用：既存技術

 
（低炭素社会に向けた対

 
策をとらないときに導入さ

 
れる現存する技術）と低

 
炭素技術（70%削減を実

 
現するために必要な技

 
術）の差額。

2) 平均削減費用：追加費

 
用/それにより追加的に削

 
減した温室効果ガス排出

 
量。

技術対策の年間追加費用の算定
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3. 低炭素社会に向けた  12の方策
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1. 1. 快適さを逃さない住まいとオフィス快適さを逃さない住まいとオフィス
建物の構造を工夫することで光を取り

 
込み暖房・冷房の熱を逃がさない建築物

 
の設計・普及

2. 2. トップランナートップランナー機器を機器をレンタルレンタルする暮らしする暮らし
レンタル･リースなどで高効率機器の初期

 
費用負担を軽減しモノ離れしたサービス

 
提供を推進

3. 3. 安心でおいしい安心でおいしい旬産旬消型農業旬産旬消型農業
露地で栽培された農産物など旬のもの

 
を食べる

 

生活をサポートすることで農

 
業経営が低炭素化

4.4.森林と共生できる暮らし森林と共生できる暮らし
建築物や家具・建具などへの木材積極

 
的利用、

 

吸収源確保、長期林業政策で

 
林業ビジネス進展

8.8.カーボンミニマム系統電力カーボンミニマム系統電力
再生可能エネルギー、原子力、CCS併

 
設火力発電所からの低炭素な電気を、電

 
力系統を介して供給

9. 9. 太陽と風の地産地消太陽と風の地産地消
太陽エネルギー、風力、地熱、バイオ

 
マスなどの地域エネルギーを最大限に

 
活用

10. 10. 次世代エネルギー供給次世代エネルギー供給
水素・バイオ燃料に関する研究開発の

 
推進と供給体制の確立

5. 5. 人と地球に責任をもつ産業・ビジネス人と地球に責任をもつ産業・ビジネス
消費者の欲しい低炭素型製品・サービ

 
スの開発・販売で持続可能な企業経営を

 
行う

12. 12. 低炭素社会の担い手づくり低炭素社会の担い手づくり
低炭素社会を設計する・実現させる・

 
支える

 

人づくり

民生

 
部門

(全ての部門)

56～48 百万tC削減

11. 11. 見える化で賢い選択見える化で賢い選択
CO2

 

排出量などを「見える化」して、

 
消費者の経済合理的な低炭素商品選択

 
をサポートする

6. 6. 滑らかで無駄のない滑らかで無駄のないロジスティクスロジスティクス
SCMで無駄な生産や在庫を削減し、産

 
業で
作られたサービスを効率的に届ける

7. 7. 歩いて暮らせる街づくり歩いて暮らせる街づくり
商業施設や仕事場に徒歩・自転車・公

 
共交通機関で行きやすい街づくり

運輸部門

44～45 百万tC削減

95～81 百万tC削減30～35 百万tC削減

産業部門 エネルギー転換部門

(全ての部門)

低炭素社会実現に向けた12の方策
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民生部門（家庭・業務）での主な対策

1. 1. 快適さを逃さない住まいとオフィス快適さを逃さない住まいとオフィス
建物の構造を工夫することで光を取り込み暖房・冷房の

 熱を逃がさない建築物の設計・普及

2. 2. トップランナートップランナー機器を機器をレンタルレンタルする暮らしする暮らし
レンタル･リースなどで高効率機器の初期費用負担を軽減し

 モノ離れしたサービス提供を推進
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低炭素な暮らしへの道筋をバックキャスティングで考える

高断熱・200 
年住宅の普及

ナビゲーション
行動の見える化

行動のサポート

高効率機器の設置

住宅の建設 住宅の設計

低炭素住宅の設計・建設ノウハウの蓄積
低炭素住宅建設に積極的に取り組む企業への税制優遇

住宅建設の

 義務化・規制

低炭素な暮らし

性能の見える化

選択のサポート

資金の準備

税制優遇・補助

 金・金利減免

導入のサポート

機器を買うから
サービスを買うへ

行動・使い方の
低炭素化

目標①

住宅そのものの
低炭素化

目標 ②

政策

政策
政策

芦名：2008
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低炭素な暮らしに向けた道筋を考えるためのポイント(1)

高断熱・200 
年住宅の普及

住宅の建設 住宅の設計

低炭素住宅の設計・建設ノウハウの蓄積
低炭素住宅建設に積極的に取り組む企業への税制優遇

住宅建設の

 義務化・規制

低炭素な暮らし

資金の準備

税制優遇・補助

 金・金利減免

住宅そのものの
低炭素化

目標②

政策

政策
政策

順序が重要！

XXX
X
X ・途中の段階を飛ばすことはできない。

・どれかが失敗すると、それ以降すべて
が実施できない。
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低炭素な暮らしに向けた道筋を考えるためのポイント(2)

高断熱・200 
年住宅の普及

住宅の建設 住宅の設計

低炭素住宅の設計・建設ノウハウの蓄積
低炭素住宅建設に積極的に取り組む企業への税制優遇

住宅建設の

 義務化・規制

低炭素な暮らし

資金の準備

税制優遇・補助

 金・金利減免

住宅そのものの
低炭素化

目標②

政策

政策
政策

実施には時間を
 要する！

・2050年に間に合うためには、いつか
 ら始めればよいか? 

2020年、2030年にどこまで実施できて
 いればよいか?

5年
5年

30年
目標達成には40年を要する

2020年にはここまで来ていなくてはいけない！
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イギリスのゼロカーボン住宅・建築物化政策

2008年5月：
 

英国のAlistair Darling財務大臣は予算演説におい
 て、“政府は2019年までに全ての新築非住宅建築をゼロカーボン化
 する”と発表。

2007年3月：
 

英国政府はClimate Challenge Billにて、
”英国の温室効果ガス排出量を2020年までに26～32%削減、

 2050年までに60%削減” すると発表

2007年12月：
 

“ 2016年までに全ての新築住宅をゼロカーボン化
 する

 
” と発表。指針とて「Code for Sustainable Homes」を発行
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Code for Sustainable Homes

Technical Guide 
2008年4月

Communities and 
Local Government
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ゼロカーボン住宅/建築の支援策: ④モデル事業

英国初のゼロ・カーボン住宅
（CSHのレベル6を満たす）

1. 断熱性能: 6０％以上向上
2. 太陽光パネル
3. バイオマスボイラー
4. 節水設備・雨水利用システム

 
等

□
 

英国政府の目標”2020年までに300万戸のゼロカーボン住宅
 を建てる”現在、各地でモデル事業が計画されている
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エネルギー効率格付け CO2

 

排出量格付け

エネルギー消費量・CO2

 

排出量・エネルギー費推計

500ポンドまでの省エネ対策

現状

潜在的
可能性

現状 潜在的可能性

500ポンド以上の省エネ対策

イギリスの住宅エネルギー性能証書
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目指す将来像

1.快適さを逃さない住まいとオフィス1.快適さを逃さない住まいとオフィス

【太陽と風を活かした建築デザイン】太陽光や自然風を建築物内に取り込むパッシブデザイン設計など、それぞれの地域風土に合
わせた建築技術やデザインが広く普及している。また、断熱技術・日射遮蔽技術・自然通風技術などの個別の技術レベルも
向上しているため、住宅・建築物内の快適性を維持しつつエネルギー消費量の削減が可能となっている。この結果、住宅の
世帯あたりエネルギー需要は2000年比-40%程度、建築物でも床面積あたりで-40％程度に低減している。さらにそれぞれの建
築物の屋根や壁面には、太陽熱給湯器や太陽光発電が標準的に設置されており、特に 低層住宅では、高断熱、パッシブデザ
イン、太陽エネルギー利用の組合せによって、そのほとんどがゼロカーボン住宅となっている。

【家計に優しい環境性能】新築・改築時における住宅の環境性能（エネルギー消費量やCO2排出量）認証結果に応じた固定資産税
やローン借入金利の減免措置が一般化しており、環境性能の高い住宅建築・購入へのインセンティブとなっている。既設住
宅では安価に住宅性能コンサルタントのアドバイスを受けられるようになっており、環境性能向上に向けた改築の提案など
に加え、コンサルタントを介することにより改築費用の割引制度やローン借入金利の優遇が受けられるようになっているな
ど、住宅の環境性能の高さを社会全体で高く評価する制度や仕組みが整っている。このため、環境意識の高くない市民でも
環境性能の優れた住宅を選好するようになっている。

【匠の技の育成・伝承】地域それぞれの気候を活かした建築デザインと最先端の機器を融合させることができるような設計者・建
築家が各地に育成されており、そのノウハウは次世代へと引き継がれている。また、200年住宅などの長寿命型建築物も広く
浸透しており、無駄な資源・エネルギーの消費を抑制している。

【太陽と風を活かした建築デザイン】太陽光や自然風を建築物内に取り込むパッシブデザイン設計など、それぞれの地域風土に合
わせた建築技術やデザインが広く普及している。また、断熱技術・日射遮蔽技術・自然通風技術などの個別の技術レベルも
向上しているため、住宅・建築物内の快適性を維持しつつエネルギー消費量の削減が可能となっている。この結果、住宅の
世帯あたりエネルギー需要は2000年比-40%程度、建築物でも床面積あたりで-40％程度に低減している。さらにそれぞれの建
築物の屋根や壁面には、太陽熱給湯器や太陽光発電が標準的に設置されており、特に 低層住宅では、高断熱、パッシブデザ
イン、太陽エネルギー利用の組合せによって、そのほとんどがゼロカーボン住宅となっている。

【家計に優しい環境性能】新築・改築時における住宅の環境性能（エネルギー消費量やCO2排出量）認証結果に応じた固定資産税
やローン借入金利の減免措置が一般化しており、環境性能の高い住宅建築・購入へのインセンティブとなっている。既設住
宅では安価に住宅性能コンサルタントのアドバイスを受けられるようになっており、環境性能向上に向けた改築の提案など
に加え、コンサルタントを介することにより改築費用の割引制度やローン借入金利の優遇が受けられるようになっているな
ど、住宅の環境性能の高さを社会全体で高く評価する制度や仕組みが整っている。このため、環境意識の高くない市民でも
環境性能の優れた住宅を選好するようになっている。

【匠の技の育成・伝承】地域それぞれの気候を活かした建築デザインと最先端の機器を融合させることができるような設計者・建
築家が各地に育成されており、そのノウハウは次世代へと引き継がれている。また、200年住宅などの長寿命型建築物も広く
浸透しており、無駄な資源・エネルギーの消費を抑制している。

実現への障壁と段階的戦略

【基準策定期】現状では住宅・建築物の購入時や賃貸契約時には、一般に環境性能についての情報が示されないため、選ぶ際
の重要な項目とはなっていない。また、現在でも、住宅・建築物の環境性能評価を行うことは可能であるが、複雑な計算を
要するのみならず評価を実施するスキルを有する人材が不足しているために十分に普及していない。そこで、既存の建築評
価手法（CASBEE等）や欧州等で実施されている評価方法を参考にしつつ、建築物用途別の簡易性能評価手法の確立を進める
と共に、省エネ・省CO2性能診断に向けた診断士の養成を継続的に進めておく。また、大学等に匠の建築技術を伝える講座

を開設したり、各地域で施工者向けの研修会等を開催することで省エネ建築技術・デザインを継承する下地を作る。

【環境性能ラベリング導入期】開発した評価手法を基に、住宅・建築物のラベリング制度を導入し、長期的な省エネ基準の目
標値を建築物用途別に定めて段階的に引き上げていく。新築住宅は購入時、既設住宅では改築時、賃貸住宅・業務建築物に
ついては定期的にラベリングの認証・登録を義務付け、最低ランクの基準を満たさない新築住宅・賃貸住宅・業務建築物に
対しては、高効率機器の導入や太陽光発電・太陽熱利用機器などの導入を通じて基準値を満たすように指導する。環境性能
ラベルには、標準世帯の年間エネルギー消費量・CO2排出量に加え、年平均エネルギー費用等の経済性を表示し、初期投資

とランニングコストを比較できるようにする。また、環境性能ラベルに応じた税制優遇や低金利融資制度を組み合わせるこ
とで、オーナーやユーザに対して、長期的な視野に基づいた住宅・建築物選好へのインセンティブを与える。

【基準策定期】現状では住宅・建築物の購入時や賃貸契約時には、一般に環境性能についての情報が示されないため、選ぶ際
の重要な項目とはなっていない。また、現在でも、住宅・建築物の環境性能評価を行うことは可能であるが、複雑な計算を
要するのみならず評価を実施するスキルを有する人材が不足しているために十分に普及していない。そこで、既存の建築評
価手法（CASBEE等）や欧州等で実施されている評価方法を参考にしつつ、建築物用途別の簡易性能評価手法の確立を進める
と共に、省エネ・省CO2性能診断に向けた診断士の養成を継続的に進めておく。また、大学等に匠の建築技術を伝える講座

を開設したり、各地域で施工者向けの研修会等を開催することで省エネ建築技術・デザインを継承する下地を作る。

【環境性能ラベリング導入期】開発した評価手法を基に、住宅・建築物のラベリング制度を導入し、長期的な省エネ基準の目
標値を建築物用途別に定めて段階的に引き上げていく。新築住宅は購入時、既設住宅では改築時、賃貸住宅・業務建築物に
ついては定期的にラベリングの認証・登録を義務付け、最低ランクの基準を満たさない新築住宅・賃貸住宅・業務建築物に
対しては、高効率機器の導入や太陽光発電・太陽熱利用機器などの導入を通じて基準値を満たすように指導する。環境性能
ラベルには、標準世帯の年間エネルギー消費量・CO2排出量に加え、年平均エネルギー費用等の経済性を表示し、初期投資

とランニングコストを比較できるようにする。また、環境性能ラベルに応じた税制優遇や低金利融資制度を組み合わせるこ
とで、オーナーやユーザに対して、長期的な視野に基づいた住宅・建築物選好へのインセンティブを与える。
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建築時には低炭素建築デザインを依頼するよう心がけ、環境性能の高い住宅、建築物を積極的に選択する。建物のオーナーにできる貢献

低炭素建築デザインの確立や断熱技術等の要素技術開発投資を積極的に進める。建築家等にできる貢献

省エネ性能測定
基準が複雑、試算
コストが高い、人
材不足

省エネ性能測定
基準が複雑、試算
コストが高い、人
材不足

省エネ住宅・建築
物選好のインセン
ティブが不十分

省エネ住宅・建築
物選好のインセン
ティブが不十分

住宅世帯当りエネルギー需要：2000年比-40％
建築物床面積当りエネルギー需要：2000年比-40％

住宅世帯当りエネルギー需要：2000年比-40％
建築物床面積当りエネルギー需要：2000年比-40％

省エネ・省CO2診断士の養成省エネ・省CO2診断士の養成

建築技術を継承するための講座・研修の開催建築技術を継承するための講座・研修の開催

建築物長期省エネ基準目標の決定・見直し建築物長期省エネ基準目標の決定・見直し

住宅・建築物環境性能ラベリング制度の導入・拡大（新築・改築時、賃貸時に表示義務）

＜課題＞

環境性能ラベリング導入期基準策定期

住宅・建築物の簡易環境性能評価手法の確立

環境性能ラベルに応じた税制優遇・低金利融資実施・拡大

太陽と風を
活かした

建築デザイン

家計に優しい
環境性能

匠の技の
育成・伝承

＜目指す将来像＞

2010年 2020年 2030年 2040年 2050年2000年

1. 1. 快適さを逃さない住まいとオフィス快適さを逃さない住まいとオフィス
建物の構造を工夫することで光を取り込み暖房・冷房の

 熱を逃がさない建築物の設計・普及
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運輸部門（旅客・貨物）での主な対策

6. 6. 滑らかで無駄のない滑らかで無駄のないロジスティクスロジスティクス
SCMで無駄な生産や在庫を削減し、産業で作られた

 サービスを効率的に届ける

7. 7. 歩いて暮らせる街づくり歩いて暮らせる街づくり
商業施設や仕事場に徒歩・自転車・公共交通機関で行き

 やすい街づくり



Carbon Reduction in Portland 
Strategies and Success

Megan Stein
City of Portland Office of Sustainable Development



2001 Local Action Plan on Global 
Warming

CO2 Reduction Goal:


 
10% below 1990 levels 
by 2010

Over 100 government actions 
& community initiatives


 
Policy


 

Renewable Energy 


 
Transportation


 

Buildings


 
Solid Waste


 

Forestry



Portland Profile

We are here!We are here!





Accomplishments
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どのような対策で大幅削減できるのか？

CO2排出量＝

炭素集約度
の改善

エネルギー集約度
 の改善

一人当たり活動量
の見直し

人口×××
活動量

人口

エネルギー

活動量

CO2

エネルギー

エネルギー依存の少ない
経済活動の推進

省エネ機器、低公害車、

都市交通システム・産業構造転換等

CO2を出さないエネルギー
供給システムの導入

太陽光、風力、バイオマス、

水素、原子力、炭素隔離貯留等

モノ消費による豊かさから、
新たな豊かさへの転換

GNH (Gross National Happiness)
LOHAS（Lifestyles of Health and   

Sustainability）

技

 

術

 

革

 

新

構

 

造

 

転

 

換

人

 

材

 

育

 

成

インフラ整備インフラ整備

政策ツール政策ツール
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生き残る自治体

無理に売るな。客の好むものも売るな。
客のためになるものを売れ。

松下幸之助

• 本当に喜ばれるサービスを提供する自治体
• 将来を見通して積極的に変化できる自治体
• 当たり前のことが何かを理解して、当たり前

 にやる会社
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20090721答えは永平寺にある
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どんな社会をデザインしてくれますか？どんな社会をデザインしてくれますか？
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藤野純一
fuji@nies.go.jp

参考文献：
西岡秀三編、日本低炭素社会のシナリオ、日刊工業

2050日本低炭素社会シナリオ：
温室効果ガス70%削減可能性検討（2007.2）
低炭素社会に向けた12の方策（2008.5）
http://2050.nies.go.jp/

東京大学RCAST温暖化IT社会チーム、
2050年脱温暖化社会のライフスタイル、電通出版

ナショナルジオグラフィック増刊号：温暖化を生きる
（2008.7）

Designed by Hajime Sakai
(airbox-pin@nyc.odn.ne.jp)

ご清聴ありがとうございました。


	低炭素社会へ向けた�日本と世界の動き
	低炭素社会とは？
	低炭素社会を実現すれば、
	生き残る自治体
	日本低炭素社会シナリオ研究
	日本低炭素社会シナリオ研究進展と�気候変動政策の進展
	各国の長期目標
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	環境モデル都市プロジェクト（内閣官房地域活性化統合本部、2008）に提案された温室効果ガス排出削減目標
	なぜ温暖化対策を�しなければならないのか？
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	どうすれば低炭素社会が�作れるのか？
	どうすれば低炭素社会を�描けるのか？
	敵を知る：排出量はどうやって決まるのか？
	求められる削減スピードは？
	技術と社会の変革速度から見た可能性�今後50年にわたりこれまでの社会・技術変化速度を二倍に加速することが必要 
	スライド番号 20
	2050年低炭素社会の描写例
	どうやって定量化したのか？
	日本の人口分布が変わる
	スライド番号 24
	世帯構造によって二酸化炭素排出が異なる
	スライド番号 26
	スライド番号 27
	家庭部門：利便性の高い居住空間と省エネルギー性能が�両立した住宅への誘導でエネルギー需要を50％削減 
	■面的な取組み（地域冷暖房）
	■エリアマネジメントにおける取組み
	近未来の交通手段：小型乗用車
	スライド番号 32
	スライド番号 33
	スライド番号 34
	低炭素社会への技術費用 
	低炭素社会に向けた�12の方策
	スライド番号 37
	民生部門（家庭・業務）での主な対策
	スライド番号 39
	スライド番号 40
	スライド番号 41
	スライド番号 42
	スライド番号 43
	スライド番号 44
	イギリスの住宅エネルギー性能証書
	スライド番号 46
	スライド番号 47
	運輸部門（旅客・貨物）での主な対策
	Carbon Reduction in Portland�Strategies and Success
	2001 Local Action Plan on Global Warming
	Portland Profile
	スライド番号 52
	Accomplishments
	どのような対策で大幅削減できるのか？
	生き残る自治体
	スライド番号 56
	どんな社会をデザインしてくれますか？
	スライド番号 58

